
資料２９

弁護士法人

日本法 ○ ○ ○

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ａ法人

日本法 取扱い禁止 取扱い禁止 取扱い禁止

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人①

日本法 ○ 取扱い禁止 ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人②

日本法 ○ 取扱い禁止 ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人③

日本法 ○ 取扱い禁止 ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人④

日本法 取扱い禁止 ○ ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人⑤

日本法 取扱い禁止 ○ ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○

Ｂ法人⑥

日本法 取扱い禁止 ○ ○ 弁護士のみ

Ａ国法 ○ ○ ○

Ｂ国法 ○ ○ ○

Ｃ国法 ○ ○ ○
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